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◇規     則◇ 

 

阪神水道企業団管理職員特別勤務手当の支給に関する規則をここに公布する。 

  平成27年３月12日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦 

阪神水道企業団規則第１号 

   阪神水道企業団管理職員特別勤務手当の支給に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、阪神水道企業団一般職員の給与に関する条例（昭和27年条例第52

号。以下「条例」という。）第17条の３の規定に基づき、管理職員特別勤務手当（以

下「手当」という。）の支給に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（支給対象者） 

第２条 条例第17条の３第１項の規則で定めるものは、阪神水道企業団管理職手当の支

給に関する規則（昭和35年規則第４号）別表（以下「管理職手当の別表」という。）

に掲げる職にあるもののうち、職務の級が７級又は６級の職員（以下「特定管理職員」

という。）とする。 

（手当の額等） 

第３条 条例第17条の３第３項第１号の規則で定める額は、同条第１項に規定する日に

おける勤務（第３項の勤務を除く。）１回につき、特定管理職員の職務の級に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 ⑴ ７級 10,000円 

 ⑵ ６級  8,000円 

２ 前項の「１回」とは、４時間以上引き続き勤務（同項に規定する勤務をいう。以下

この項において同じ。）に従事した場合におけるその１の勤務をいう。 

３ 条例第17条の３第３項第１号括弧書きの規則で定める勤務は、勤務に従事した時間

が８時間以上の場合の勤務とする。 

４ 条例第17条の３第３項第２号の規則で定める額は、特定管理職員の職務の級に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 ⑴ ７級  5,000円 

 ⑵ ６級  4,000円 

（手当の支給） 

第４条 手当は、月の１日から末日までの分を翌月に、給料の支給方法に準じて支給す

る。 

（実績簿） 

第５条 所属長は、管理職員特別勤務実績簿（別記様式）を作成し、これを保管しなけ

ればならない。 

（雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、職員の管理職員特別勤務手当に関し必要な事項
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は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

 

 

                                          

 阪神水道企業団職員退職手当金条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年３月12日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦 

阪神水道企業団規則第２号 

阪神水道企業団職員退職手当金条例施行規則の一部を改正する規則 

 阪神水道企業団職員退職手当金条例施行規則（昭和40年規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（第７条関係） 

第２条の２ 条例第７条第４項に規定す

る規則で定めるものは、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 

⑴ 職員のうち、任命権者又はその委

任を受けた者の要請に応じ、条例第

18条第２項の規定により退職手当を

 

（第７条関係） 

第２条の２ 条例第７条第４項に規定す

る規則で定めるものは、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 

⑴ 職員のうち、任命権者又はその委

任を受けた者の要請に応じ、条例第

18条第２項の規定により退職手当を

別記様式

合計

回

円

　　　　年　　　月分

勤務回数 回 回 回

手当額 円 円 円

支給区分
実働時間が４時間以上

８時間未満の回数
（100/100）

実働時間が８時間以上
の回数（150/100）

実働時間が勤務を要しない
日等以外の日の午前０時か

ら午前５時までの回数
（100/100）

：

：　　～　　：

（　　：　　）

：　　～　　：

（　　：　　）

：　　～　　：

：

：

：

：
（　　：　　）

：　　～　　：

（　　：　　）

：

：　　～　　：
：

：

実働時間 本人印

：
（　　：　　）

（　　：　　）

：　　～　　：

：　　～　　：

（　　：　　）

：　　～　　：

（　　：　　）

：　　～　　：

（　　：　　）

管理職員特別勤務手当実績簿

曜
日

所属長
庶務担当

係長
月 日

所属名

勤務時間
開始～終了

（休憩時間）

補職名 氏名

業務内容

：　　～　　：

（　　：　　）
：
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支給されないで、引き続いて条例第

７条第４項に規定する国家公務員若

しくは職員以外の地方公務員、沖縄

振興開発金融公庫若しくは国家公務

員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２に規定する法人

（以下「公庫等」という。）の役員

又は職員（常時勤務に服することを

要しない者を除く。以下この条にお

いて「役職員」という。）又は一般

地方独立行政法人（地方独立行政法

人法（平成15年法律第118号）第８条

第３項に規定する一般地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の役職員

となるため退職し、かつ、当該要請

に応じ、条例第７条第４項に規定す

る国家公務員若しくは職員以外の地

方公務員、公庫等の役職員又は一般

地方独立行政法人の役職員として在

職していたもの 

 ⑵ 省略 

 

（第９条の２関係） 

第５条 条例第９条の２の規定による退

職手当の調整額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じて当該各号に定める

額とする。 

⑴ 第１号区分 95,400円 

⑵ 第２号区分 78,750円 

⑶ 第３号区分 70,400円 

⑷ 第４号区分 65,000円 

⑸ 第５号区分 59,550円 

⑹ 第６号区分 54,150円 

⑺ 第７号区分 43,350円 

⑻ 第８号区分 32,500円 

⑼ 第９号区分 27,100円 

⑽ 第10号区分 21,700円 

⑾ 第11号区分 0 

２ 省略 

３ 退職した者でその勤続期間が４年以

支給されないで、引き続いて条例第

７条第４項に規定する国家公務員若

しくは職員以外の地方公務員、沖縄

振興開発金融公庫若しくは国家公務

員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２に規定する法人

（以下「公庫等」という。）の役員

又は職員（常時勤務に服することを

要しない者を除く。以下この条にお

いて「役職員」という。）又は一般

地方独立行政法人（地方独立行政法

人法（平成15年法律第118号）第55条

に規定する一般地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）の役職員となる

ため退職し、かつ、当該要請に応じ

、条例第７条第４項に規定する国家

公務員若しくは職員以外の地方公務

員、公庫等の役職員又は一般地方独

立行政法人の役職員として在職して

いたもの 

 ⑵ 省略 

 

（第９条の２関係） 

第５条 条例第９条の２の規定による退

職手当の調整額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じて当該各号に定める

額とする。 

⑴ 第１号区分 79,200円 

⑵ 第２号区分 62,500円 

⑶ 第３号区分 54,150円 

⑷ 第４号区分 50,000円 

⑸ 第５号区分 45,850円 

⑹ 第６号区分 41,700円 

⑺ 第７号区分 33,350円 

⑻ 第８号区分 25,000円 

⑼ 第９号区分 20,850円 

⑽ 第10号区分 16,700円 

⑾ 第11号区分 0 

２ 省略 

３ 次の各号に掲げる者に対する退職手
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下のもの及び条例第８条の３に規定す

る傷病又は死亡によらずに、その者の

都合により退職した者に該当する者で

その勤続期間が10年以上24年以下のも

のに対する退職手当の調整額は、第１

項の規定にかかわらず、第１項の規定

により計算した額の２分の１に相当す

る額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～６ 省略 

 

（失業者の退職手当） 

第10条 省略 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員とし

ての勤続期間をいう。この場合におい

て、当該勤続期間に係る職員となつた

日前に職員又は職員以外の者で職員に

ついて定められている勤務時間以上勤

務した日（法令又は条例若しくはこれ

に基づく規則により、勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日

を含む。）が18日以上ある月が１月以

上あるもの（季節的業務に４月以内の

期間を定めて雇用され、又は季節的に

４月以内の期間を定めて雇用されてい

た者にあつては、引き続き当該所定の

期間を超えて勤務したものに限る。）

であつた者（以下この項において「職

員等」という。）であつたことがある

ものについては、当該職員等であつた

期間を含むものとし、当該勤続期間又

は当該職員等であつた期間に次の各号

当の調整額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該各号に定める額とする。 

⑴ 退職した者でその勤続期間が24年

以下のもの（次号に掲げる者を除く

。） 第１項第１号から第９号まで

又は第11号に掲げる職員の区分にあ

つては当該各号に定める額、同項第

10号に掲げる職員の区分にあつては

０として、同項の規定を適用して計

算した額 

⑵ 退職した者でその勤続期間が４年

以下のもの及び条例第８条の３に規

定する傷病又は死亡によらずに、そ

の者の都合により退職した者に該当

する者でその勤続期間が10年以上24

年以下のもの 前号の規定により計

算した額の２分の１に相当する額 

４～６ 省略 

 

（失業者の退職手当） 

第10条 省略 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員とし

ての勤続期間をいう。この場合におい

て、当該勤続期間に係る職員となつた

日前に職員又は職員以外の者で職員に

ついて定められている勤務時間以上勤

務した日（法令又は条例若しくはこれ

に基づく規則により、勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日

を含む。）が18日以上ある月が１月以

上あるもの（季節的業務に４月以内の

期間を定めて雇用され、又は季節的に

４月以内の期間を定めて雇用されてい

た者にあつては、引き続き当該所定の

期間を超えて勤務したものに限る。）

であつた者（以下この項において「職

員等」という。）であつたことがある

ものについては、当該職員等であつた

期間を含むものとし、当該勤続期間又

は当該職員等であつた期間に次の各号
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に掲げる期間が含まれているときは、

当該各号に掲げる期間に該当する全て

の期間を除く。 

 ⑴及び⑵ 省略 

３～17 省略 

 

に掲げる期間が含まれているときは、

当該各号に掲げる期間に該当するすべ

ての期間を除く。 

 ⑴及び⑵ 省略 

３～17 省略 

 

備考 

１  改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれ

た部分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２  改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３  改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

   附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

 

◇訓     令◇ 

 

訓令第２号 

庁中一般  

各  所  

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。 

  平成27年３月31日 

阪神水道企業団 

企業長 山 中   敦  

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程の一部を改正する訓令 

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程（昭和25年訓令第99号）の一部を次

のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（この規程の目的） 

第 １ 条  阪 神 水 道 企 業 団 （ 以 下 「 企 業

団」という。）職員で、常時勤務を要

する者（臨時に雇用される者を除く。

以下「職員」という。）及び地方公務

員法（昭和25年法律第261号）第28条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員（以下「再任用短時間勤務

職員」という。）の就業時間、休日及

び 休 暇 は 、 別 に 定 め の あ る も の を 除

き、この規程の定めるところによる。 

 

（この規程の目的） 

第１条  本企業団職員で、常時勤務を要

する者（臨時に雇用される者を除く。

以下「職員」という。）及び地方公務

員法（昭和25年法律第261号）第28条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員（以下「再任用短時間勤務

職員」という。）の就業時間、休日及

び 休 暇 は 、 別 に 定 め の あ る も の を 除

き、この規程の定めるところによる。 

 



    平成 27 年 4月 15 日     阪 神 水 道 企 業 団 公 報             第 279 号     

 - 7 -

 

（休日） 

第５条 省略 

２  前 項 の 休 日 は 、 次 に 掲 げ る 日 と す

る。 

⑴  国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第178号）に規定する休日（阪

神水道企業団一般職員の給与に関す

る条例（昭和 27年条例第 52号）第 11

条第４項の規定に基づき、毎日曜日

及び毎土曜日を勤務を要しない日と

定められている職員以外の職員にあ

つては、当該休日が勤務を要しない

日に当たるときは、企業長が定める

日） 

⑵ 省略 

 

（年次休暇） 

第８条  職員には、１年を通じて次の区

分によつてそれぞれ年次休暇を与える

ことができる。 

⑴及び⑵ 省略 

⑶  １月以降の新規採用者及び復職者

に つ い て は 、 採 用 （ 次 号 の 者 を 除

く。）又は復職の月により、次表の

とおりとする。 

 表 省略 

⑷  企業団以外の地方公共団体又は国

等の職員であつた者であつて引き続

き新たに職員となつた者のうち別に

定める者 別に定める日数 

⑸  育児短時間勤務職員等（地方公務

員の育児休業等に関する法律（平成

３ 年 法 律 第 110号 。 以 下 「 育 児 休 業

法」という。）第 10条第３項の規定

により同条第１項に規定する育児短

時間勤務（以下「育児短時間勤務」

という。）の承認を受けた職員（育

児休業法第 17条の規定による短時間

勤 務 を す る こ と と な っ た 職 員 を 含

 

（休日） 

第５条 省略 

２  前 項 の 休 日 は 、 次 に 掲 げ る 日 と す

る。 

⑴  国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第178号）に規定する休日（給

与 条 例 第 11条 第 ４ 項 の 規 定 に 基 づ

き、毎日曜日及び毎土曜日を勤務を

要しない日と定められている職員以

外の職員にあつては、当該休日が勤

務を要しない日に当たるときは、企

業長が定める日） 

 

 

⑵ 省略 

 

（年次休暇） 

第８条  職員には、１年を通じて次の区

分によつてそれぞれ年次休暇を与える

ことができる。 

⑴及び⑵ 省略 

⑶  １月以降の新規採用者及び復職者

については、採用又は復職の月によ

り、次表のとおりとする。 

 

  表 省略 
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む。）をいう。以下同じ。）及び再

任用短時間勤務職員 

ア  １週間当たりの勤務日数が５日

以上又は１週間当たりの勤務時間

が30時間以上の職員 20日 

イ  アに掲げる職員以外の職員のう

ち、１週間ごとの勤務日の日数及

び勤務日ごとの勤務時間の時間数

が同一の職員（以下「斉一勤務型

職員」という。）  20日に１週間

の勤務日の日数を５日で除して得

た数を乗じて得た日数 

ウ  ア及びイに掲げる職員以外の職

員のうち、育児休業法第 10条第１

項第４号の勤務の形態により勤務

する育児短時間勤務職員等 11日 

エ  アからウまでに掲げる職員以外

の職員 別に定める日数 

２ 省略 

３  第１項の年次休暇は、１日、半日又

は１年を通じて５日（その年の年次休

暇の日数が５日未満のときは、その日

数）の範囲内で１時間を単位として与

えることができる。 

４  育児短時間勤務職員等及び再任用短

時間勤務職員の年次休暇の単位は、前

項の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める単位とする。 

 ⑴  斉一勤務型職員のうち、勤務日ご

と の 勤 務 時 間 が ７ 時 間 45分 の 職 員

１日、半日又は１時間 

 ⑵  斉一勤務型職員のうち、勤務日ご

との勤務時間が７時間 45分以外の職

員 １日、半日又は１時間 

 ⑶  斉一勤務型職員以外の職員（以下

「 不 斉 一 勤 務 型 職 員 」 と い う 。 ）

別に定める単位 

５  前２項に規定する半日を単位として

与えられた年次休暇は、２回をもつて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  第１項の休暇は、午後０時 30分を基

準に、半日を単位として与えることが
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１日とみなす。この場合に半日の区分

は、午後０時30分を基準に行う。 

６  第３項及び第４項に規定する１時間

を単位として与えられた年次休暇は、

次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に定める時間数をもつて１日

とする。 

⑴  次号及び第３号に掲げる職員以外

の職員 ８時間 

⑵  斉一勤務型職員  勤務日ごとの勤

務時間の時間数（１時間未満の端数

があるときは、これを時間単位に切

り上げた時間） 

⑶  不斉一勤務型職員  １回の勤務に

割り振られた勤務時間のうち最も長

時間となる勤務時間の時間数（７時

間 45分を超える場合にあつては、７

時間45分とする。） 

 

（年次休暇の繰り越し） 

第９条の２  第８条の年次休暇の全日数

をその年に与えなかつた職員について

は、その休暇の残日数及び残時間を翌

年に限り繰り越して与えることができ

る。 

 

できる。この場合は半日単位の休暇は

２回をもつて１日とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年次休暇の繰り越し） 

第９条の２  第８条の年次休暇の全日数

をその年に与えなかつた職員について

は、その休暇の残日数を、翌年度に限

り繰り越して与えることができる。 

 

備考 

１  改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄中下線が引かれた

部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２  改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３  改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

この訓令は、平成27年４月１日から施行する。 
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◇管 理 規 程◇ 

 

阪神水道企業団管理規程第２号 

阪神水道企業団契約規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成27年３月27日 

阪神水道企業団 

企業長 山 中   敦  

阪神水道企業団契約規程の一部を改正する規程 

阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（入札保証金の免除） 

 

第９条 次の各号のいずれかに該当する

場合は、入札保証金の納付を免除する

ことができる。 

⑴及び⑵ 省略 

⑶ 第３条の資格を有する者が入札す

る場合において、契約を締結しない

こととなるおそれがないと認められ

るとき。 

 

（契約の締結） 

第 28 条 契約の相手方を決定したとき

は、契約の相手方は７日以内に契約

書、内訳明細書その他契約に必要な書

類を提出しなければならない。この場

合において、契約保証金を要するもの

については、契約保証金を納付しなけ

ればならない。 

 

（契約保証金の免除） 

 

第 32 条 次の各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金の納付を免除する

ことができる。 

⑴ 契約の相手方が、その契約につい

て保険会社、金融機関及び保証事業

会社（公共工事の前払金保証事業に

 

（入札保証金を納付させないことがで

きる場合） 

第９条 次の各号の一に該当する場合

は、入札保証金の全部又は一部を納付

させないことができる。 

⑴及び⑵ 省略 

 

 

 

 

 

（契約の締結） 

第 28 条 契約の相手方を決定したとき

は、契約の相手方は５日以内に契約

書、内訳明細書その他契約に必要な書

類を提出しなければならない。この場

合において、契約保証金を要するもの

については、契約保証金を納付しなけ

ればならない。 

 

（契約保証金を納付させないことがで

きる場合） 

第 32 条 次の各号に掲げる場合において

は、契約保証金の全部又は一部を納付

させないことができる。 

⑴ 契約の相手方が、その契約につい

て保険会社との間に企業団を被保険

者とする履行保証保険契約（定額て
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関する法律（昭和 27 年法律第 184

号）第２条第４項に規定する保証事

業会社（以下「保証事業会社」とい

う。）との間に企業団を被保険者と

する履行保証保険契約（定額てん

補）を締結し、その証書を提出した

とき。 

⑵～⑺ 省略 

⑻ 落札者が契約を履行しないことと

なるおそれがないとき。 

 

（契約解除の請求） 

第 37 条 契約の相手方は、第 35 条第１

項の規定による履行の中止又は契約内

容の変更のため、履行の中止期間が履

行期間の 10 分の５（工期の 10 分の５

が６月を超えるときは、６月）以上に

相当する期間に及ぶとき又は契約金額

が３分の２以上減少したときは、契約

の解除を請求することができる。 

 

（延滞違約金） 

第 39 条 契約の相手方の責に帰 すべき

事由によって履行期限（期間）内に契

約を履行しないときは、請負代金から

部分引渡しを受けた部分に相応する請

負代金を控除した額につき、延滞日数

に応じ、年５パーセントの割合（年当

たりの割合は、閏（じゅん）年の日を

含む期間についても 365 日の割合とす

る。）で計算した金額を延滞違約金と

して徴収する。 

 

（かし担保） 

第 47 条 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、特に必要

があると認めるときは、企業長は、別

にかし担保を定めることができる。た

だし、かしが請負人の故意又は重大な

過失により生じた場合には、請求を行

ん補）を締結し、その証書を提出し

たとき。 

 

 

 

 

 

⑵～⑺ 省略 

 

  

 

（契約解除の請求） 

第 37 条 契約の相手方は、第 35 条第１

項の規定による履行の中止又は契約内

容の変更のため、履行の中止期間が履

行期間の３分の１以上に相当する期間

に及ぶとき又は契約金額が３分の２以

上減少したときは、契約の解除を請求

することができる。 

 

 

（延滞違約金） 

第 39 条 契約の相手方の責に帰 すべき

事由によって履行期限（期間）内に契

約を履行しないときは、延滞日数１日

につき契約金額の 1000 分の１に相当す

る金額を延滞違約金として徴収する。

ただし、分割して履行しても支障のな

いもので契約金額を分割して計算する

ことができるときは、履行遅滞となっ

た部分の契約金額について計算した額

とする。 

 

（かし担保） 

第 47 条 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、特に必要

があると認めるときは、企業長は、別

にかし担保を定めることができる。 
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うことのできる期間は 10 年とする。 

 

（工程表の提出等） 

第 50 条 請負人は、契約締結の日から７

日以内に工程表を作成し企業長に提出

しなければならない。ただし、企業長

が必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

 

 

 

（工程表の提出等） 

第 50 条 請負人は、契約締結の日から５

日以内に工程表を作成し企業長に提出

しなければならない。ただし、企業長

が必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

 

備考 

１  改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄中下線が引かれた

部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２  改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３  改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

附 則 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

                                          

阪神水道企業団管理規程第３号 

 阪神水道企業団分課規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成27年３月31日 

阪神水道企業団      

企業長 山 中   敦  

   阪神水道企業団分課規程の一部を改正する規程 

 阪神水道企業団分課規程（平成18年管理規程第１号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（部、課等の設置） 

第１条  企業長の権限に属する事務を処

理させるため、次の部、課、場、セン

タ ー 、 所 、 室 及 び 係 （ 以 下 「 部 、 課

等」という。）を置く。 

 総 務 部 

   総 務 課 省略 

   経営企画課 

     経営企画係 

     経営管理係 

   財 務 課 

     出 納 係 

     管 財 係 

 技 術 部 

   浄水計画課 省略 

 

（部、課等の設置） 

第１条  企業長の権限に属する事務を処

理させるため、次の部、課、場、セン

タ ー 、 所 、 室 及 び 係 （ 以 下 「 部 、 課

等」という。）を置く。 

 総 務 部 

   総 務 課 省略 

   経営企画課 

     企画調整係 

     経営管理係 

   財 務 課 

     経 理 係 

     会計システム係 

 技 術 部 

   浄水計画課 省略 
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   施設管理課 省略 

   工 務 課 省略 

  浄水管理事務所 省略 

   送水センター 省略 

   水質試験所 

      

     調 査 係 

     検 査 係 

（部、課等に置く職） 

第２条 省略 

２及び３ 省略 

４  前３項の規定にかかわらず前３項に

規定する職を部、課等以外に置くこと

がある。 

 

（部長、課長等の担任事務） 

第４条 省略 

２～４ 省略 

５  担当課長、主幹及び主査は、企業長

の命を受け、所管の事務を掌理し、所

属職員を指揮監督する。 

６ 省略 

 

（事務分掌） 

第７条  部、課等においては、次の事務

を分掌する。 

 総 務 部 

  総 務 課 

   総 務 係  

⑴～⒆ 省略 

   職 員 係 

⑴～⑾ 省略 

   契 約 係 

⑴～⑸ 省略 

  経営企画課 

   経営企画係 

⑴～⑺ 省略 

⑻  内部統制（情報セキュリテ

ィに関することを含む。）の

推進に係る企画及び調整に関

   施設管理課 省略 

   工 務 課 省略 

  浄水管理事務所 省略 

   送水センター 省略 

   水質試験所 

     事 務 係 

     調 査 係 

     検 査 係 

（部、課等に置く職） 

第２条 省略 

２及び３ 省略 

 

 

 

 

（部長、課長等の担任事務） 

第４条 省略 

２～４ 省略 

５  主 幹 及 び 主 査 は 、 企 業 長 の 命 を 受

け、所管の事務を掌理し、所属職員を

指揮監督する。 

６ 省略 

 

（事務分掌） 

第７条  部、課等においては、次の事務

を分掌する。 

 総 務 部 

  総 務 課 

   総 務 係  

⑴～⒆ 省略 

   職 員 係 

⑴～⑾ 省略 

   契 約 係 

⑴～⑸ 省略 

  経営企画課 

企画調整係 

⑴～⑺ 省略 

⑻  内部統制の推進に係る企画

及び調整に関すること。 
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すること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑼ 省略 

⑽ 省略 

   経営管理係 

⑴～⑷ 省略 

⑸  地方公営企業会計制度、資

本制度、会計基準その他会計

に関すること。 

  財 務 課 

   出 納 係 

⑴～⑸ 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹  課の予算整理、物品の購入

及び修繕に係る事務（契約係

の 所 管 に 属 す る も の を 除

く。）並びに庶務に関するこ

と。 

   管 財 係 

⑴  財産の取得、借上げ、管理

（事業目的に供しているもの

 

⑼  情報システム（水運用、水

処理及び施設情報に関するも

のを除く。）の総合的企画、

調整及び運用管理並びに情報

セキュリティに関すること。

ただし、業務系システムの運

用管理に関することを除く。 

⑽ 省略 

⑾ 省略 

   経営管理係 

⑴～⑷ 省略 

 

 

 

  財 務 課 

   経 理 係 

⑴～⑸ 省略 

⑹  財産の取得、借上げ、管理

（事業目的に供しているもの

の管理を除く。）、処分及び

補償並びに不動産の有効活用

に関すること。 

⑺ 減価償却に関すること。 

⑻ 火災保険に関すること。 

⑼  貯 蔵 品 の 管 理 に 関 す る こ

と。 

⑽  不 用 品 の 廃 棄 に 関 す る こ

と。 

⑾  用地の保全のための境界明

示及び占用、使用等に関する

こと。 

⑿  課の予算整理、物品の購入

及び修繕に係る事務（契約係

の 所 管 に 属 す る も の を 除

く。）並びに庶務に関するこ

と。 
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の管理を除く。）、処分及び

補償並びに不動産の有効活用

に関すること。 

⑵ 減価償却に関すること。 

⑶ 火災保険に関すること。 

⑷  貯 蔵 品 の 管 理 に 関 す る こ

と。 

⑸  不 用 品 の 廃 棄 に 関 す る こ

と。 

⑹  用地の保全のための境界明

示及び占用、使用等に関する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技 術 部 

  浄水計画課 

   事 務 係 

⑴～⑶ 省略 

浄水管理係 

⑴～⑺ 省略 

送水管理係 

⑴～⑻ 省略 

計 画 係 

⑴  施設及び管路の整備に係る

企画及び総合調整に関するこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計システム係 

⑴  地方公営企業会計制度の見

直しに関すること。 

⑵  会計基準に係る企画及び調

整に関すること。 

⑶  資本制度に係る企画及び調

整に関すること。 

⑷  財務会計システムの再構築

に関すること。 

⑸  固定資産管理システムの見

直しに関すること。 

⑹  財務会計システム及び固定

資産管理システムの統合に関

すること。 

⑺  会計規程、会計方針及び、

会計処理基準等の整備に関す

ること。 

 技 術 部 

  浄水計画課 

   事 務 係 

⑴～⑶ 省略 

浄水管理係 

⑴～⑺ 省略 

送水管理係 

⑴～⑻ 省略 

計 画 係 
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と。 

⑵  施設整備計画の策定に関す

ること。 

⑶ 省略 

⑷ 省略 

技術監理係 

⑴～⑸ 省略 

施設管理課 

企 画 係 

⑴～⑶ 省略 

⑷  情報システム（水運用、水

処理、施設情報に関するもの

及び業務系システムを除く。

以下同じ。）の企画、調整及

び運用管理に関すること。 

⑸ 省略 

⑹ 省略 

⑺ 省略 

⑻ 省略 

設 備 係 

⑴～⑸ 省略 

施設整備係 

 

 

 

 

⑴ 省略 

⑵ 省略 

⑶ 省略 

工 務 課 

管路維持係 

 

 

 

⑴ 省略 

⑵ 省略 

⑶ 省略 

⑷ 省略 

⑸ 省略 

管路整備係 

 

⑴  施設整備に係る長期計画に

関すること。 

⑵ 省略 

⑶ 省略 

技術監理係 

⑴～⑸ 省略 

施設管理課 

企 画 係 

⑴～⑶ 省略 

 

 

 

 

 

⑷ 省略 

⑸ 省略 

⑹ 省略 

⑺ 省略 

設 備 係 

⑴～⑸ 省略 

施設整備係 

⑴  施設（構造物及び建築物を

いう。以下この項において同

じ。）の整備に係る企画及び

総合調整に関すること。 

⑵ 省略 

⑶ 省略 

⑷ 省略 

工 務 課 

管路維持係 

⑴  導送配水管路の整備に係る

工事、調査及び研究の企画及

び総合調整に関すること。 

⑵ 省略 

⑶ 省略 

⑷ 省略 

⑸ 省略 

⑹ 省略 

管路整備係 
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⑴～⑵ 省略 

浄水管理事務所 

総 務 課 

⑴～⑵ 省略 

浄 水 課 

⑴～⑵ 省略 

⑶  浄水処理に係る調査研究に

関すること。 

⑷ 省略 

施 設 課 

⑴～⑶ 省略 

所管区域は、次に掲げるとおりとす

る。 

⑴～⑶ 省略 

送水センター 

事 務 係 

⑴～⑵ 省略 

送 水 係 

⑴～⑸ 省略 

施 設 係 

⑴～⑵ 省略 

所管区域は、次に掲げるとおりと

する。 

⑴～⑹ 省略 

  水質試験所 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調 査 係 

⑴～⑶ 省略 

検 査 係 

⑴～⑶ 省略 

 

⑴～⑵ 省略 

浄水管理事務所 

総 務 課 

⑴～⑵ 省略 

浄 水 課 

⑴～⑵ 省略 

 

 

⑶ 省略 

施 設 課 

⑴～⑶ 省略 

所管区域は、次に掲げるとおりとす

る。 

⑴～⑶ 省略 

送水センター 

事 務 係 

⑴～⑵ 省略 

送 水 係 

⑴～⑸ 省略 

施 設 係 

⑴～⑵ 省略 

所管区域は、次に掲げるとおりと

する。 

⑴～⑹ 省略 

水質試験所 

事 務 係 

⑴  所の予算整理、物品の購入

及び修繕に係る事務（契約係

の 所 管 に 属 す る も の を 除

く。）並びに庶務に関するこ

と。 

⑵  水質に係る文書管理に関す

ること。ただし、調査係及び

検査係の所管に属するものを

除く。 

調 査 係 

⑴～⑶ 省略 

検 査 係 

⑴～⑶ 省略 
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備考 

１  改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下「改正部分」という。 )に対応する改正後の欄中下線が引かれた

部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２  改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３  改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

   附 則 

 この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

 

◇公     告◇ 

 

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４条の

規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。 

  平成27年４月２日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項  

⑴ 起工番号   委施第１号  

   委  託  名   冷暖房機保守業務委託並びに冷暖房機点検整備工事  

 ⑵ 委託場所   大道取水場（大阪市東淀川区大道南２丁目９番20号）  

          淀川取水場（大阪市淀川区西中島２丁目１番27号）  

          猪名川浄水場（尼崎市田能５丁目1 1番１号) 

          尼崎浄水場（尼崎市南塚口町４丁目５番65号）  

          甲東ポンプ場（西宮市上大市３丁目２番53号) 

          西宮ポンプ場（西宮市室川町２番32号) 

          甲山調整池（西宮市甲山町35番地）  

          水質試験所（尼崎市田能５丁目1 1番１号）  

          本庁舎（神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号）  

 ⑶ 委託概要   冷暖房機設備の保守業務及び点検整備を一括して行う。  

  ア 主要機器費     一式  

  イ 冷暖房機設備点検工 一式  

  ウ 冷暖房機設備整備工 一式  

 ⑷ 委託期間   契約締結日の翌日から平成28年３月31日㈭まで  

 ⑸ 支払方法   ２回払い（中間１回）  

 ⑹ 前  金  払   なし  

 ⑺ 予定価格   事後公表 

 ⑻ 最低制限価格 なし 
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 ⑼ 担保期間   なし 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  保険会社との間に阪神水道企業団（以下「企業団」という。）を

被保険者とする履行保証保険契約（定額てん補、付保割合100分の５

以上）を締結し、その証書を提出すること。  

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  

 ⑵ 個別資格要件事項  

企業団における平成27・28年度競争入札参加資格（登録工種：管工事）を有して

いること。  
４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)431－1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)431－2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成27年４月９日㈭ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成27年４月13日㈪に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。入札

参加者は、この回答を必ず確認すること。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（日付は申込日を記入すること。）

（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ 同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

  エ 建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成27年４月20日㈪まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時   平成27年４月21日㈫ 午後１時30分から 
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 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                          

阪神水道企業団公告 

 事後審査型条件付き一般競争入札により契約を締結するので、次のとおり公告する。 

 本入札案件は兵庫県電子入札共同運営システム（以下「電子入札システム」という。）

を利用して行う電子入札案件であり、入札に関する手続については、「兵庫県電子入札

共同運営システム利用規約」及び「兵庫県電子入札共同運営システム阪神水道企業団運

用基準」に従って行う。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「電子入札公告共通事項」によるものと

する。 

  平成27年４月２日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦 

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 起工番号   改工第１号 

   工 事 名   １期東部配水管（大庄線）更新工事 

 ⑵ 工事場所   尼崎市西立花町３丁目１番地先～尼崎市浜田町３丁目86番地先 

⑶ 工事概要   １期東部配水管（大庄線）の経年劣化に伴い、漏水防止及び耐震

性向上を目的として、ダクタイル鋳鉄管に布設替えを行う。 

  ア 土工 一式 

  イ 管材料費 ダクタイル鋳鉄管  φ400 L＝455.6m 

         管路断水器     φ400 １基 

         管路断水器     φ350 １基 

         バタフライ弁    φ400 １基 

         ソフトシール仕切弁 φ400 １基 

  ウ 据付及び継手工 一式 

  エ 既設管撤去工  一式 

  オ 舗装復旧工   一式 

  カ 付帯工     一式 

 ⑷ 工事期間   契約締結日の翌日から平成28年３月25日㈮まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い 

 ⑹ 前 金 払   あり 

⑺ 予定価格   事後公表 
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⑻ 最低制限価格 設定あり 

⑼ 担保期間   １年 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  保険会社との間に阪神水道企業団（以下「企業団」という。）を

被保険者とする履行保証保険契約（定額てん補、付保割合100分の５

以上）を締結し、その証書を提出すること。 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項 

   「電子入札公告共通事項」に記載のとおり。 

 ⑵ 個別資格要件事項 

  ア 企業団における平成27・28年度競争入札参加資格（登録工種：土木一式工事）

を有していること。 

  イ 建設業法（昭和24年法律第100号）第15条に規定する特定建設業の許可を有する

こと。 

  ウ 尼崎市に本店を有すること。 

  エ 建設業法（昭和24年法律第100号）に規定する経営事項審査結果の土木一式工事

の総合評定値が951点以上で、本契約予定日（平成27年４月下旬）まで有効期間が

あること。 

  オ 水道事業体発注工事の元請として、口径300mm以上のＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の

据付け及び継手工事を完成させた実績を有すること。 

４ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、電子入札システム上の質問回答機能によらず、

次のとおり電子メール（入札公告ページに掲載の指定様式）により受け付ける。 

 ⑴ 受付期限   平成27年４月９日㈭ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成27年４月14日㈫に入札公告ページに掲載する。 

          入札参加者は、この回答を必ず確認すること。 

５ 入札参加申込方法 

 ⑴ 電子入札の場合 

  ア 提出書類 

    条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号。申込者の印を押印のこと。） 

  イ 受付期間   公告日から平成27年４月20日㈪まで（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）電子入札システムの稼働時間内（午前９時00分から午

後８時00分。ただし、最終日は午後５時00分まで） 

  ウ 留意事項   添付書類のファイル容量が１ＭＢを超える場合は、電子入札シ

ステム上で資料目録（様式第６号）を送信し、添付書類を次の電



    平成 27 年 4月 15 日     阪 神 水 道 企 業 団 公 報             第 279 号     

 - 22 -

子メールアドレス宛に送信又は持参により提出すること。 

           阪神水道企業団総務課契約係 宛 

           E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑵ 紙入札の場合 

   紙入札（紙の入札書を提出して行う入札をいう。以下同じ。）による入札を希望

する者は、やむを得ない事情により電子入札システムを使用して入札に参加できな

い場合のみとし、次のとおり紙入札参加に必要な書類を持参により提出すること。

郵送は認めない。 

  ア 提出書類 

   (ア) 紙入札参加承認願（様式第５号。電子入札システムを使用できない理由を記

載のこと。） 

   (イ) 上記５⑴アに示す提出書類 

  イ 提出場所   本庁舎 ３階 総務部総務課契約係 

           神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

  ウ 受付期間   公告日から平成27年４月17日㈮まで（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）毎日午前９時3 0分から午後４時3 0分まで（午前11時3 0

分から午後１時3 0分までを除く。） 

６ 入札書提出期間及び方法 

 ⑴ 電子入札システムにより入札する場合 

  ア 提出期間   第１日目 平成27年４月21日㈫午前９時00分から午後８時00分

まで 

           第２日目 平成27年４月22日㈬午前９時00分から午後３時00分

まで 

  イ 方  法   電子入札システムにより、入札書に工事費内訳書（設計書に示

す様式）を添付して送信すること。入札書、入札書受信確認通知

及び入札書受付票は控えとして印刷し保存すること。 

 ⑵ 紙入札により入札する場合（紙入札の承認を得た場合に限る。） 

  ア 提出期限   入札日第２日目の午後３時00分まで 

  イ 方   法   企業団本庁舎３階総務部総務課契約係まで入札書及び工事費内

訳書を持参により提出すること。郵送は認めない。 

７ 開札日時   平成27年４月23日㈭ 午前９時30分から 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 
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阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和2 2年政令

第1 6号。）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和4 2年管理規程第１号）第４条

の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項ついては、「郵便入札公告共通事項」によるものとす

る。  

  平成2 7年４月６日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 件  名   軽四輪自動車 １台 

 ⑵ 納入場所   猪名川浄水場（尼崎市田能５丁目1 1番 1 号) 

 ⑶ 概  要   軽四輪自動車 １台の購入（仕様書のとおり） 

 ⑷ 納入期間   契約後4 5日以内とする。 

 ⑸ 支払方法   完納払い 

 ⑹ 前 金 払   なし 

⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

⑼ 担保期間   １年 

⑽ 入札保証金  免除 

⑾ 契約保証金  免除 

⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  

 ⑵ 個別資格要件事項  

  ア 神戸市、尼崎市、西宮市及び芦屋市のいずれかに本店または支店等を置くこと。 

  イ 平成1 7年度以降に国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関に、仕様書に

記す同等物品の納入実績を有すること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)431－1902（直通））。 

５ 仕様書に関する質問 

  仕様書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲載

の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、Ｆ

ＡＸ（(078)431－2664）により提出すること。 
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 ⑴ 受付期限   平成2 7年４月1 0日㈮ 午後５時0 0分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成2 7年４月1 4日㈫に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。 

６ 入札（郵便入札）方法  

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

ウ 同種又は類似する物品の納入実績調書（様式第２号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成2 7年４月20日㈪まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

⑴   日  時   平成2 7年４月2 1日㈫ 午後１時4 5分から 

⑵   場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

⑶   開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出するこ 

            と。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                          

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和2 2年政令

第1 6号。）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和4 2年管理規程第１号）第４

条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項ついては、「郵便入札公告共通事項」によるものとす

る。 

  平成27年４月６日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 件  名   本庁舎及び芦屋川管理坑で使用する電気 

 ⑵ 履行場所   本庁舎（神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号） 

          芦屋川管理坑（芦屋市奥山１番地） 

 ⑶ 概  要   本庁舎 契約電力7 9kW、予定使用電力量231,304kWh 

          芦屋川管理坑 契約電力４kW 予定使用電力14,964kWh 

          その他別紙仕様書のとおり 
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 ⑷ 履行期間   平成2 7年７月１日㈬０時から平成28年６月3 0日㈭2 4時まで 

 ⑸ 支払方法   毎月払い 

 ⑹ 前 金 払   なし 

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   設定なし 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  設定なし 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項 

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。 

 ⑵ 個別資格要件事項 

   電気事業法（昭和3 9年法律第170号）第３条第１項の規定に基づき、一般電気事

業者としての許可を得ている者又は同法第1 6条の２第１項の規定に基づき、特定規

模電気事業者の届出を行っている者であること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)4 3 1－1902（直通））。 

５ 仕様書に関する質問 

  仕様書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに記載

の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、Ｆ

ＡＸ（(078)4 3 1－2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成2 7年４月1 0日㈮ 午後５時0 0分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成2 7年４月1 4日㈫に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。 

６ 入札（郵便入札）方法  

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

    入札書には、仕様書に記載された平成2 7年度予定電力使用量に基づき算定した

年間電気料金相当額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかにかかわらず、算定した金額の108分の100に相当する金額とし、１円

未満の端数がある場合は、その端数金額を切り捨てるものとする。）を記載する
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こと。 

また、当該額の算定に当たっては、燃料費調整額、太陽光発電促進付加金及び

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦

課金は考慮しないこと。 

  ウ 積算内訳書 

    入札書に記載した額の積算の内訳を示すとともに、積算に用いた単価（基本料

金、従量料金（夏季、冬季等）その他）を明記すること。 

    なお、様式は任意とする。 

  エ ３⑵に記載する者であることを証明する書類の写し 

 ⑵ 提出部数   各１部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成2 7年４月2 0日㈪まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

⑴   日  時   平成2 7年４月2 1日㈫ 午後２時0 0分から 

 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 

８ 落札者の決定、契約に関する条件、その他留意事項 

 ⑴ 共通要件 

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。ただし、「郵便入札公告共通事項」

３⑺については適用しない。 

 ⑵ 個別要件 

ア 本案件は、入札書に記載した金額の積算に用いた単価をもって契約する。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

 電 話(078)4 3 1-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)4 3 1-2664 

                                         

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和2 2年政令

第1 6号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和4 2年管理規程第１号）第４条

の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。 

  平成2 7年４月1 0日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項  

⑴ 起工番号   委浄第２号  

委  託  名   技術職員育成指標等作成業務委託  
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 ⑵ 委託場所   企業長が指定する場所  

 ⑶ 委託概要   本業務は、企業団の事業継続に必要となる人材像を定義するため、

各種業務プロセス、職種設定及び業務経験(職務経歴)等を設定し、

育成指標となるスキルマップ等の作成を委託するものである。  

 ⑷ 委託期間   契約締結日の翌日から４ヶ月間  

 ⑸ 支払方法   完了払い  

 ⑹ 前  金  払   なし  

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 なし 

 ⑼ 担保期間   なし 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  保険会社との間に阪神水道企業団（以下「企業団」という。）を

被保険者とする履行保証保険契約（定額てん補、付保割合100分の５

以上）を締結し、その証書を提出すること。  

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  

 ⑵ 個別資格要件事項  

ア 過去５年以内に、本業務と同種の業務を10件以上受託し、実施した実績を有す

ること。  

イ 本業務の実施責任者は、ISO国際規格に関する要件としてIRCAの審査員補以上

の資格登録を有すること及び人材教育に関する要件として大学等教育機関におい

て５年以上の研究教育実績（非常勤講師以上）を有すること。  
４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)4 3 1－1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)4 3 1－2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成27年４月1 7日㈮ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成2 7年４月2 2日㈬に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。入札
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参加者は、この回答を必ず確認すること。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（日付は申込日を記入すること。）

（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ 同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成2 7年４月2 8日㈫まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時   平成2 7年４月3 0日㈭ 午後１時3 0分から 

 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

 電 話(078)4 3 1-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)4 3 1-2664 

 

◇任     免◇ 

 

総務部総務課主幹    

事務職員 大野 克彦  

願により職を免ずる      

（以上 平成27年３月31日付）    

技術部浄水計画課長    

技術職員 長塩 大司  

参事に補する      

技術部施設管理課主幹    

技術職員 納庄 秀成  

総務部総務課付を命ずる      

総務部財務課長    

事務職員 岸本  寛  

総務部経営企画課長に配置換する      

技術部浄水管理事務所総務課長    

事務職員 但馬 広一  

総務部財務課長に配置換する      

技術部施設管理課長    
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技術職員 津田 秀樹  

技術部浄水計画課長に配置換する      

技術部施設管理課主幹    

技術職員 込山 健二  

技術部施設管理課長に配置換する      

技術部送水センター副所長    

技術職員 平野 邦弘  

技術部施設管理課主幹に配置換する      

総務部財務課主幹    

事務職員 高橋 英裕  

技術部浄水管理事務所総務課長に配置換する      

技術部浄水計画課主幹    

技術職員 村上 惠一  

技術部送水センター副所長に配置換する      

総務部経営企画課長    

事務職員 仮谷 清典  

企画調整担当課長に配置換する      

企画調整担当課長    

事務職員 仮谷 清典  

総務部経営企画課主幹に兼ねて補する      

技術部施設管理課主幹    

技術職員 平野 邦弘  

技術部施設管理課設備係長事務取扱を命ずる      

総務部財務課主幹    

事務職員 高橋 英裕  

総務部財務課会計システム係長事務取扱を免ずる      

技術部浄水計画課主幹    

技術職員 村上 惠一  

技術部浄水計画課技術監理係長事務取扱を免ずる      

技術部送水センター副所長    

技術職員 平野 邦弘  

技術部送水センター施設係長事務取扱を免ずる      

（以上 平成27年４月１日付）    


